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「
大
学
2
0
2
0
年
問
題
」と

       

入
試
改
革

入
試
改
革
で

●
高
校
教
育・高
校
生
、大
学
へ
の
入
学
者

●
自
学
の
教
育
環
境
に
合
う
入
試
と
教
育

●
自
学
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン・未
来

大
学
が
対
応
を
迫
ら
れ
る

「
2
0
2
0
年
問
題
」
と
は
？

　
2
0
2
0
年
は
入
試
改
革
を
含
め
、

大
学
を
取
り
巻
く
状
況
に
大
き
な
変
化

が
訪
れ
る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
す
。
具
体
的

に
は
【
図
表
１
】
に
示
し
た
５
つ
の
変

化
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
ま
す
。以
下
、

順
を
追
っ
て
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
①
は
私
大
入
試
バ
ブ
ル
崩
壊
の
影
響

で
す
。
2
0
1
8
年
度
入
試
で
は
入
学

定
員
管
理
の
厳
格
化
に
よ
っ
て
、
受
験

生
の
安
全
志
向
が
高
ま
り
、
私
立
大
の

志
願
者
数
が
増
加
し
ま
し
た【
図
表
２
】。

し
か
し
、
こ
の
傾
向
が
続
く
の
は
現
行

入
試
制
度
の
最
後
で
あ
る
2
0
2
0
年

度
入
試
ま
で
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま

た
、
2
0
1
7
年
に
は
1
2
0
万
人

だ
っ
た
18
歳
人
口
が
、
2
0
2
0
年
は

1
1
7
万
人
、
2
0
2
4
年
は
1
0
6

万
人
に
ま
で
減
少
す
る
と
見
ら
れ
て
い

ま
す
【
図
表
３
】。

　
こ
の
よ
う
な
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
大
幅
縮

小
の
中
で
、
大
学
は
新
た
な
入
試
制
度

の
設
計
に
挑
戦
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

入
試
改
革
元
年
で
あ
る
2
0
2
0
年
ま
で
、あ
と
1
年
半
。

こ
の
4
月
に
は
高
校
に
新
入
試
世
代
の
生
徒
も
入
学
し
て
お
り
、

ま
さ
に
入
試
改
革
は
待
っ
た
な
し
だ
。

日
本
の
高
等
教
育
の
行
く
末
を
決
め
る
と
も
言
え
る
こ
の
改
革
に

ど
の
よ
う
に
参
加
す
る
の
か
は
、大
学
の
将
来
を
左
右
す
る
と
も
言
え
よ
う
。

各
大
学
で
本
格
的
に
入
試
改
革
に
つ
い
て
検
討
を
始
め
た
今
、

改
め
て
入
試
改
革
に
ま
つ
わ
る「
３
つ
の
変
化
」を
整
理
し
て
み
た
。

検
討
に
役
立
て
て
い
た
だ
き
た
い
。

変
わ
る
こ
と

変
え
る
こ
と

変
え
ら
れ
る
こ
と

〜
中
長
期
的
な
視
点
か
ら
の

対
応
が
大
学
の
将
来
を
決
め
る

藤井雅徳
ふじいまさのり●（株）ベネッセコーポ
レーション高校事業部にて高校の教育改
革支援や海外トップ大進学塾「Route 
H」開発に携わった後、現職。THE世界
大学ランキングや語学・留学事業を通じて
大学のグローバル化を総合的に支援。

（株）ベネッセコーポレーション
大学・社会人事業本部 統括責任者

問
題

提
起①私大入試バブル崩壊の影響

②入試改革の影響

③高等教育無償化の影響

④大学の再編・統合の影響

⑤就職活動ルール撤廃表明の影響

【図表１】大学2020年問題まとめ～市場が縮小するだけでなく、社会、産業界も大きく変化

国立大学協会のガイドライン／調査書評価等多面的総合的評価へのシフト／
外部英語検定試験の活用／共通テストのプレテスト結果／入試方式別募集人員の見直し

2018年以降の18歳人口減によるマーケットの段階的縮小／国際市場への取り組み

就職活動の早期化／インターンシップの早期化／通年採用化

大学等連携推進法人／地域連携プラットフォーム／学校法人運営調査による経営指導

短大・大学・専門学校、高専対象／授業料は大学へ、生活費は学生へ／
支援措置対象要件を満たす必要あり／応募審査制
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【図表3】
18歳人口の推移予測
～毎年数万人ずつ減少していく

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
（年）＊文部科学省「高等教育の将来構想に関する参考資料」
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【図表2】
主な大規模私立大の学生募集状況推移
～入学定員厳格化による私大入試バブル状態 

＊主な大規模私立大学25校の2016年度を100とした指数の推移。
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ん
。長
期
的
な
大
学
経
営
の
視
点
か
ら
、

厳
し
い
現
実
を
直
視
し
た
、
ま
さ
に
生

き
残
り
を
か
け
た
「
入
試
改
革
」「
募

集
戦
略
」
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
募

集
で
は
、
本
気
で
国
際
市
場
に
目
を
向

け
ざ
る
を
得
な
く
な
り
ま
す
。
そ
こ
で

問
わ
れ
る
の
が
、
大
学
の
「
国
際
競
争

力
」
で
す
。

　
②
は
入
試
改
革
の
影
響
で
す
。
現
状

を
少
し
整
理
し
ま
す
。

　
入
試
改
革
の
目
玉
の
一
つ
で
あ
る
大

学
入
学
共
通
テ
ス
ト
に
お
い
て
は
国

語
、
数
学
へ
の
記
述
式
問
題
導
入
が
注

目
を
集
め
て
い
ま
す
が
、
プ
レ
テ
ス
ト

を
確
認
す
る
と
マ
ー
ク
式
で
も
「
正
解

が
複
数
あ
る
問
題
」「
前
問
の
解
答
と

連
動
す
る
問
題
」
な
ど
、
思
考
力
を
問

う
方
向
性
が
見
ら
れ
ま
す
。
加
え
て
、

社
会
と
の
関
わ
り
や
「
探
究
活
動
」
を

意
識
し
た
問
題
、
複
数
の
資
料
か
ら
情

報
を
考
察
す
る
問
題
が
増
え
て
い
ま

す
。
英
語
で
は
４
技
能
の
バ
ラ
ン
ス
を

ふ
ま
え
、「
筆
記
」「
リ
ス
ニ
ン
グ
」
の

均
等
配
点
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
高
校
に
目
を
向
け
る
と
、
2
0
2
2

年
度
か
ら
の
新
指
導
要
領
の
実
施
に
向

け
た
動
き
出
し
が
見
ら
れ
ま
す
。
討
論

や
発
表
を
取
り
入
れ
た
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
を
導
入
す
る
高
校
が
増
え

て
い
ま
す
し
、
S
G
H
の
中
に
は
課
題

論
文
を
英
語
で
書
き
、
発
表
す
る
授
業

を
実
施
す
る
高
校
も
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
ふ
ま
え
、
国
公

立
を
中
心
に
い
く
つ
か
の
大
学
か
ら

2
0
2
1
年
度
以
降
の
入
試
に
つ
い

て
、具
体
的
な
方
針
が
出
て
き
ま
し
た
。

　
筑
波
大
は
一
般
入
試
前
期
に
文
系
・

理
系
の
選
抜
区
分
に
よ
る「
総
合
選
抜
」

を
導
入
す
る
と
発
表
。
総
合
選
抜
の
入

学
者
は
、
1
年
次
に
さ
ま
ざ
ま
な
専
門

分
野
を
学
修
し
た
う
え
で
、
2
年
次
か

ら
志
望
学
類
・
専
門
学
群
に
所
属
す
る

よ
う
に
す
る
な
ど
、
教
学
改
革
と
連
動

し
た
改
革
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
私
立
で
は
、
早
稲
田
大
が
先
ん
じ
て

変
更
点
を
発
表
し
ま
し
た
。
早
稲
田
大

は
以
前
か
ら
多
様
な
入
試
方
式
の
実
施

や
地
方
生
徒
向
け
の
入
試
の
整
備
な
ど

に
取
り
組
む
だ
け
で
な
く
、
学
部
生
数

を
減
ら
し
、
大
学
院
生
、
社
会
人
教
育

の
定
員
を
拡
大
さ
せ
る
方
向
に
舵
を

切
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
全
て
中
長

期
計
画
に
基
づ
い
た
も
の
で
す
。

　
す
で
に
新
入
試
初
年
度
世
代
は
高
１

に
な
っ
て
お
り
、
そ
の
後
も
新
し
い
教

育
を
受
け
た
生
徒
が
大
学
を
め
ざ
し
て

き
ま
す
。
新
学
習
指
導
要
領
に
基
づ
い

た
共
通
テ
ス
ト
の
実
施
は
2
0
2
4
年
。

2
0
2
0
年
度
か
ら
2
0
2
4
年
度
の

入
試
改
革
の
第
一
フ
ェ
ー
ズ
は
、
ト
ラ

イ
を
重
ね
な
が
ら
最
適
解
を
模
索
す
る

時
期
だ
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

　
③
高
等
教
育
無
償
化
の
影
響
は
ど
う

で
し
ょ
う
か
？
　
こ
の
政
策
が
実
現
化

さ
れ
れ
ば
、
進
学
率
の
上
昇
は
期
待
で

き
る
一
方
で
、
現
状
の
案
で
は
全
大
学

が
支
援
措
置
対
象
と
な
っ
て
は
い
ま
せ

ん
。
希
望
す
る
大
学
は
自
ら
応
募
し
、

審
査
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
応

募
に
は
５
つ
の
要
件
を
満
た
し
て
い
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
【
図
表
４
〜
６
】。

　
支
援
措
置
対
象
と
な
ら
な
い
大
学

は
、
高
校
側
か
ら
「
信
頼
性
の
低
い
大

学
」
と
見
ら
れ
、
進
学
先
と
し
て
敬
遠

さ
れ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
も

そ
も
こ
れ
ら
の
要
件
の
多
く
は
、
無
償

化
の
議
論
以
前
か
ら
大
学
に
求
め
ら
れ

て
い
る
こ
と
で
す
。
無
償
化
施
策
実
現

の
有
無
に
よ
ら
ず
、
社
会
に
対
す
る
説

明
責
任
の
点
か
ら
も
、
真
摯
に
取
り
組

む
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
④
は
大
学
の
再
編
・
統
合
に
関
す
る

影
響
で
す
。文
部
科
学
省
は
こ
の
ほ
ど
、

地
域
の
大
学
が
設
置
形
態
の
枠
を
超
え

て
参
加
す
る
大
学
等
連
携
推
進
法
人
制

度
を
提
案
、
連
携
を
促
す
た
め
設
置
基

準
（「
必
要
な
科
目
は
自
ら
開
設
」「
教

員
は
一
つ
の
大
学
に
限
り
専
任
」
等
）

の
緩
和
が
適
用
さ
れ
る
可
能
性
も
あ
り

ま
す
【
図
表
７
】。
そ
の
他
、
私
立
大

学
に
つ
い
て
は
、
2
0
1
9
年
度
か
ら

「
経
営
困
難
大
」
の
指
導
を
強
化
し
、

「
3
年
間
で
改
善
な
し
」
の
場
合
は
法

人
名
の
公
表
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
中

に
は
公
立
化
を
し
、
存
続
を
図
る
動
き

が
あ
る
も
の
の
、
今
年
に
入
っ
て
公
立

化
の
要
請
を
拒
否
す
る
自
治
体
も
出
て

き
ま
し
た
。「
受
験
生
に
選
ば
れ
る
大

学
に
生
ま
れ
変
わ
れ
る
」
と
い
う
見
通

し
が
立
た
な
け
れ
ば
、
財
政
支
援
は
難

し
い
と
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
。

　
最
後
は
⑤
就
職
活
動
ル
ー
ル
撤
廃
表

明
の
影
響
で
す
。
経
団
連
は
こ
の
９
月

に
、
面
接
の
解
禁
日
な
ど
を
定
め
た
採

用
指
針
を
2
0
2
1
年
度
春
入
社
の
現

大
学
２
年
生
以
降
か
ら
撤
廃
す
る
意
向

を
表
明
し
ま
し
た
。
こ
の
ル
ー
ル
が
な

く
な
る
と
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
は

じ
め
と
し
た
学
生
の
就
職
に
ま
つ
わ
る

各
種
活
動
が
１
、
２
年
次
に
な
る
な
ど

の
影
響
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
人

手
不
足
や
人
材
の
流
動
化
か
ら
通
年
採

用
を
す
る
企
業
の
増
加
も
予
測
さ
れ
ま

す
。
大
学
は
キ
ャ
リ
ア
教
育
、
専
門
教

育
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
大
幅
な
見
直
し

も
迫
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
で
し
ょ
う
。

　
こ
の
よ
う
に
2
0
2
0
年
前
後
に
は
、

大
き
な
変
化
の
波
が
次
々
と
押
し
寄
せ

て
き
ま
す
。こ
れ
ら
の
波
を
ど
う
捉
え
、

ど
の
波
に
乗
る
か
？
　
2
0
2
0
年
さ

え
乗
り
切
れ
ば
い
い
と
い
う
、
そ
の
場

し
の
ぎ
の
対
応
で
は
逆
に
波
に
飲
み
込

ま
れ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
今
こ
そ
、
各

大
学
の
本
気
の
中
長
期
戦
略
が
、
問
わ

れ
て
い
る
の
で
す
。

入
試
改
革
第
一
フ
ェ
ー
ズ
は

試
行
錯
誤
の
期
間

中
長
期
戦
略
に
基
づ
き

「
2
0
2
0
年
問
題
」の
対
応
を
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情報収集

準備

応募・広報開始

対応開始

【図表6】
高等教育無償化
スケジュール（予定）

～2019年の応募時期まで
1年もない  

閣議決定で幼児教育無償化と合わせ1兆7000億円予算

文科省「高等教育段階における負担軽減方策に関する専門家会議」により制度設計案報告

自民党総裁選

支援措置の対象となる大学の要件公表

通常国会で法案成立

希望する大学を受け付け、国立私立は文科省が、公立は自治体が審査し、対象大学を公表

消費税引き上げスタート（増収分の一部が財源）

無償化制度スタート

  

  

【図表4】経済困難家庭の子どもへの高等教育支援の概要
～授業料は大学へ、生活費は学生へ

授業料等の減免（大学に支給） 給付型奨学金（本人に支給）

・修学費（教科書、参考書等）、課外
活動費、通学費、保健衛生費等は
共通で支給

・施設設備費等、授業料以外の学
納金は私立大生のみ

・住居・光熱費は自宅外生のみ、食
費は自宅外生を対象に自宅分を超
える額

・娯楽・嗜好費は対象外
※「国公立・私立」「自宅・自宅外」等、在籍す
る学校種や生活形態ごとの学費・生活費の
実態を勘案する

住民税
非課税
世帯

（270万円
未満）

300万円
未満

380万円
未満

非課税世帯の2/3    

非課税世帯の1/3

＊年収は両親・本人・中学生の4人家族をモデルとして設定

授業料の標準額
（約54万円） 

入学金
※標準額

（約28万円）が
上限

国公立大学

分類

年収 私立大学

入学金
※平均額

（約25万円）が
上限

国立の授業料＋
私立の授業料
平均額との差額
の1/2が上限

（約70万円）
  
  

【図表5】支援措置対象となる大学等の要件
～社会や産業界のニーズに対応している大学かどうか

①実務経験の
　ある教員

②学外理事

③厳格な
   成績管理

④情報開示

＋経営面

全学部に13単位（標準修得単位数である
124単位の1割）以上の授業科目に実務経
験のある教員を配置
※オムニバス形式の授業への招へい、インターンシップや
実習等の授業としての位置付けなどによる代替が可能
※学問分野の特性により基準を満たすことができない学
部等については、大学がその理由を公表することが必要

法人の理事に産業界等の外部人材を複数
任命

成績評価の客観的指標の設定と実施、
およびシラバスの公表

法令に則り、財務・経営情報や教育活動に
関する情報を開示

早期の経営判断を促す経営指標の対象と
なっており、かつ、定員充足率が継続的に8割
未満の大学は対象にしないことなどを検討

【図表7】大学等連携推進法人（仮称）イメージ

＊2 全学共通として、「出願時に主体性等に関する経験を文章化してもらう（ただし、選抜には使用しない）」「政治経済学部の一般入試では共通テストを課し、独自の科目試験を廃止。外部英語検定試験と独自試験（日本語、英語の長文の読解）を課す」など

＊2

＊1

意見具申

○○大学等連携推進法人

地域連携型 高度連携型

代表理事は
理事会で選任

学識経験者・地方公共団体の関係者・
産業界・学生代表等　

大学等の機能の分担および連携を推進するための方針を定め、当該方針に沿って、参加する大学等の機能の分担および教育研究や
事務の連携を推進することを目的とする一般社団法人を、文部科学大臣が「○○大学等連携推進法人」として認定する仕組み　

教育連携事業等の実施 共同教育課程（修士・博士中心）の複数実施

統一的な教育研究連携推進方針の決定

産学連携のワンストップサービス

認
定

認
定
の
取
り
消
し

参画（社員）

国立大学法人A

参画（社員）

学校法人B

参画（社員）

公立大学法人C

参画（社員）

研究開発法人D

監事理事

文
部
科
学
大
臣

選任 選任

社員総会 大学等連携推進評議会

参加
法人

＊1 スーパーグローバルハイスクール。グローバルな社会課題、ビジネス課題をテーマに横断的・総合的な学習、探究的な学習を行う高校。2014年度からスタートし、アソシエイト校を含めると、180校近くの高校が指定されている。

＊【図表４・５・６】はいずれも文部科学省への取材などを基に編集部で作成

＊将来構想部会（平成30年４月17日）資料

※大学と自治体と産業界が協同し地域における高等教育のあり方を検討する場を設置

教養教育における連携、共同教育課程の複数実施／学生の転学を含めた法人全体での支援／
入試業務の共同実施／FD・SD等の研修／事務の共同実施・教職員の人事交流／
共同IR活動の実施

事務の共同実施・教職員の人事交流／共同IR活動の実施

機能分担および業務連携事項、事項の目標、
運営方針・参加法人に関することを記載

統一的な教育連携推進方針の決定

産学連携のワンストップサービス

大学連携推進区域、機能分担および業務連携事項、事項の目標、運営方針・参加法人に関する
ことを記載

し
ん
し


